































































































（ 7）　黒田智昭「公衆への伝達の概要（日本法とWPPT）について」Oh FARM 1号（2013年）18頁。














（ 8）　オランダ隣接権法 7条 1項参照。




（11）　See IRINI STAMATOUDI & PAUL TORREMANS, EU COPYRIGHT LAW 409, 413 （2014）, SILKE VON LEWINSKI, 
INTERNATIONAL COPYRIGHT LAW AND POLICY 457 （2008）, THOMAS DREIER & BERNT HUGENHOLTZ, CONCISE 





































































（16）　Steve Gordon and Anjana Puri, The Current State of Pre-1972 Sound Recordings, 4  N.Y.U. J. OF INTELL. 

















の結果、1995年に法改正（録音物にかかるデジタル実演権法 : The Digital 










（17）　MARSHALL A. LEAFFER, UNDERSTANDING COPYRIGHT LAW, 388 （2014）.















































ル音声送信権が及ぶと判断し、裁判所も Booeville Int’l Corp. v. Petersでこの見
（18）　17 U.S.C. § 114 （d） （ 1） （A）.
（19）　17 U.S.C. § 114 （d） （ 1） （B）.
（20）　17 U.S.C. § 114 （d） （ 1） （C） （ⅳ）.
（21）　17 U.S.C. § 114 （d） （ 1） （C） （ⅱ）.




































































（23）　17 U.S.C. § 114 （d） （ 2）. ユーザーは強制許諾制度の利用を義務づけられているわけではない
ため、強制許諾制度を利用せずに、交渉によってサウンドレコーディングの権利者から許諾を得
ることもできる。
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9 Advertising Prohibition 配信事業者は、著作権者またはアーティストと製品
またはサービスとの間に何等かの関係があるように
偽って示唆してはならない。




11 No Bootlegs 配信事業者は海賊版を送信してはならない。
























（24）　17 U.S.C. § 114 （e） （ 1）. Jeffrey A. Eisenach, The Sound Recording Performance Right At A Crossroads: 
Will Market Rates Prevail?, 22 COMMLAW CONSPECTUS 1 ,13 （2013）.






































musicians）分として、それぞれ2．5％を AFM & AFTRA知的財産権分配基金に
（28）　使用料率が決定していない場合でも、配信事業者は後に決定される使用料率に基づいた支払を
保証することで強制許諾制度を利用することができる。 3  Melville B. Nimmer & David Nimmer, 
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（30）　17 U.S.C. § 114 （g） （ 2）.
（31）　See Nimmer, supra note 28 at§ 8 .22［C］ ［ 4］.
































































































（ 2  ）第 1項の規定に基づいて発行されるライセンスは、排他的なものでは
なく、委員会が定め得る条件に従う。





























































































































































レコードの貸与に関する報酬請求権（95条の 3第 3項、97条の 3第 3項）が定められている。
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